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研究テーマ（発表タイトル） 

ブランド価値の形成におけるインターネットメディアの役割ーインドでの消費者調査からー 

 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

 本研究の目的は、インド市場において、インターネットメディアを活用することで、日本ブランドの価値を高め、販売を促進すること

が可能なのかどうか、その有効な方法は何なのかを考察することである。現地で行ったアンケート調査で得た独自データを分析し、

その上で企業に対して具体的な提案を行う。 

海外進出が進む日本企業にとって、インドは今後最も重要な市場になると考えられる。しかしインド市場に進出した日本企業の

大半が非常に苦戦している。その一つの原因は、日本企業がインドでブランド力を持っていないことだ。消費者にそのブランドに価

値をあまり感じてもらえない企業が多い。ブランド力が低い原因として、日本企業がインドに進出したのが遅かったため、認知度が

低いということもある。しかし、それに加えて、インド人がそもそも日本ブランドに対して関心が薄く、正確な理解をしていないことが考

えられる。その背後に、インドで日本に関する情報が少ないこと、そして企業がインドでメディアを十分に活用できていないという問

題があるのではないだろうか。特にマスメディアでは自国や欧米に対する情報が多く、遠く離れて普段関係の少ない日本に関する

情報は非常に少ないだろう。そこで私たちはインターネットメディアに着目をした。実際に、インドではインターネットの普及が進んで

おり、SNS の使用者数及び活用度も高い。インターネットメディアでは外国に関する情報も多く、また外国に対して関心を持った

人が活用していると考えられる。本研究は、インターネットメディアを活用することで、日本への情報不足を解消し、日本のブランド

力を高める方法を考える。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

 現在の日本は経済成長率が低迷し、国内市場も縮小している。そのため、海外に進出する企業も増加している。日本企業が

海外進出している国として、1 位が中国 3 万,2349 拠点、2 位はアメリカ 8,606 拠点、次いで 3 位がインド 4,838 拠点にな

っている。 

 インド、中国、日本の GDP の推移を比較してみると、中国は成長に鈍化が今後見られるのに対して、インドは、伸びしろが大き

い。中国、インドの総人口、生産年齢人口を比較しても、インドが中国の総人口を 2025 年頃には追い越すことが予想されてい

る。人口のピークは、中国は 2035 年ごろなのに対して、インドは 2050 年よりも先である。また、生産年齢人口（15 歳以上

65 歳未満）に着目すると、中国はすでにピークを迎えているのに対して、インドは 2045 年頃と順調に増加し続けると予測され

ている。年齢別人口は、2050 年中国の方が人口が少ないにもかかわらず、1 億人以上 65 歳以上の高齢者が多い。これらよ



り、インドは中国と比較して成長の見込みが非常に強い国なため、低迷が続く日本市場に取って代わる存在で、最重要な市場

であると言える。 

 では、そのインド市場の日本企業の現状はと言うと、ブランドが評価されおらず、シェア率も低い。世界各地のブランド人気ランキ

ングによると、インドでトップ 100 のうち、日本企業はたった 8 つであった。この数字は、他のアジアと比べて低く、インドでは日本の

ブランド力が低いことが分かった。また、日系企業のシェア率は乗用車で約 11%、加工食品で 7%となっており、地場企業と他の

外国企業に押されている状況にある。また、私たちはインドで実際に日本企業に訪問し、ヒアリング調査を行ったが、ブランド力を

感じてもらえていないことに大変苦戦しているとのことであった。 

 続いて、インターネットメディアに着目する意義を示すために、インドにおけるインターネット事情について紹介する。インドにおける

インターネット利用者数は現在総人口における約３分の１ではあるが、総人口が多いため非常に大きな規模であると言える。ま

た、今後さらに増加していくことが見込まれる。インタ―ネットを使用する人の中でも、若い人を中心にとられたアンケートでは、多く

の人々が SNS を活用していることが分かった。Facebook については、9 割を超える人が利用するなど、日本と比べても SNS の

利用率が高い。それは、実際に私達がインドと日本で行った調査からも見られた。インドは日本に比べて、特にインターネットメディ

アにおける活用度が多くのメディアの種類で日本より高かった。また、インターネットメディア上での口コミを重視し、影響されやすいと

いう項目においても、日本より高かった。 

３．研究テーマの課題 

 私たちが課題とするのは、インドにおける日本への関心のなさ、旧メディアにおける情報不足を解消し、日本のブランド力を高める

ことである。そのため、私たちが設定したリサーチクエスチョンは、日本のブランド力を高めるにはどうすればいいか？そもそも日本のブ

ランド価値はインドでどう感じられているのか？ブランド価値の向上にインターネットメディアは本当に有効なのか？有効なら、どう活

用すべきか？である。 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

 枠組みを作成する際に、先行研究を参考にした。まず、Sheth の消費価値論では、商品を購入する際には、これら 5 つの価

値を感じるからだとした。また、竹村では、日本の消費者がブランド選択する際の価値は、Sheth における機能的価値の品質評

価、社会的価値の差別化欲求、同調性欲求だとした。この 2 つの概念から、私たちは安全性、優越感、一体感、心地よさの 4

つの価値を「ブランド価値」と設定し、消費行動につながるとした。 

 次に、インターネットメディアについての先行研究について紹介する。竹村では、インターネットでの口コミの重要性が、Kwak では、

オンラインでの消費者とのコミュニケーションが自社ブランドへの支持に効果的である、ということが述べられていた。 

 これらの先行研究を踏まえ、私たちは、どのようなメディアを積極的に使う消費者が、どの国のブランドにどんなブランド価値を感じ

ているのか、それがどの程度実際の購買意欲に結びつくのか、という一連の因果関係を明確にしたいと考え、分析枠組みを作成し

た。具体的には、「ブランド価値」→「購買意欲」につながる影響と、それらにユーザーが使う各種の「メディア」がどうつながるかという

ことをモデル化した。 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

 上記の分析枠組みに基づいたアンケートを作成し、日本とインドでアンケート調査を行った。 

 日本での調査は、2018 年７月下旬より８月上旬にかけて、京都、大阪を中心にした関西地方に在住の日本人を対象に行

った。調査は紙版・WEB 版ともに使用し、30 歳未満の 149 サンプルを使用した。そのうち学生のサンプル数は 107 であった。 

 インドでの調査は、2018 年 8 月下旬より 9 月上旬に、私たちがが実際にインドを訪れ、現地の消費者にアンケートを行った。

調査対象としては紙版では、チェンナイにあるマドラス大学、ケララにあるマリアンカレッジの学生、両大学での教職員とし、WEB 版

では一般の消費者を対象とする。ここでも、30 歳未満の若者に限定し、サンプル数は紙版・WEB 版を合わせ 131 であった。そ

のうち学生のサンプルは 54 となった。 

 アンケート項目は、①基礎情報（住所、性別、国籍、年齢、教育、職業、世帯年収）、②メディア・インターネットの使用状

況（利用時間、メディアの重要性など）、③国のイメージ・国のブランドのイメージ（インド調査ではインド・日本・米国について、

日本調査では、日本・中国・米国）④消費意識－自動車、電子機器、加工食品（各製品ごとの購買意欲）である。 

６．結果や今後の取り組み 



 まず、アンケートの調査結果から紹介していく。 

 各国のブランド価値の評価を見ると、インドでは製品分野によって評価が大きく異なり、日本ブランドの評価はそれほど高くないこ

とが分かった。また、定まった国のブランド価値は特に形成されていないと考えられる。 

 次に、購買意欲について、インドの調査から、乗用車、電子機器に関して、アメリカブランドが最高で、日本は 2 番手、最低が

自国となった。また、加工食品では自国が最高で、日本は最低となった。 

 これらのサンプルをもとに、分析を行った。分析する際、重回帰分析を行ったのだが、それぞれの変数が多いため、主成分分析を

用いた。ブランド価値では社会的価値と品質的価値に、メディアでは基本的に SNS、ネットサイト、旧メディアの変数を抽出した。

これらの変数を用いて重回帰分析を行った。 

 分析を行った結果、電子機器では日本、インドのデータにおける日本ブランドで、メディア→ブランド価値→購買意欲といった流

れになっており、モデル通りの結果が得られた。電子機器に関しては他の製品と比べて根付いていることもあり、ブランド価値が購

買意欲に結びついている点で理想のパターンだと考えた。しかし、インドデータでの乗用車と加工食品に関する分析結果を比較す

ると、これまでのパターンとは違って、メディア→購買意欲となり、ブランド価値がメディア上で形成されていないということが分かった。

そういった中でも、乗用車の社会的価値、加工食品の品質的価値は購買意欲に結びついていることから、今後インターネットメデ

ィア上でブランド価値を形成させるような情報発信が必要だと言える。 

 また、メディアの種類別に分析を行い、それぞれ特徴を挙げた。旧メディアは口コミなど情報を得るのに自らメディアを活用としない

高年齢で低所得な人が活用している特徴を持つ。ネットサイトは、口コミを重視して自ら情報を求める高所得な人が活用する。

SNS は他のメディアと比べて、特徴が少ない。情報の範囲は身の回りの人で、身の回りの人の口コミを受け、重視するといった特

徴となった。 

 これらの結果を踏まえ、提言を行う。まずは、乗用車と電子機器であるが、乗用車の購買意欲には、電子機器の社会的価値

がプラスで結びついていることが分かった。また、2 相関から社会的価値は「いい気分」と「差別化」の 2 つで、それらに効く効果的

なメディアは特に Twitter、ネットニュース、専門情報サイトであると特定した。そこで、私たちが提案するのは実際に訪問した企業

である ISUZU と Canon のコラボである。コラボし、専門情報サイトの開設やイベントの実施を行い、その際に社会的価値に重き

を置いた演出をすることで、乗用車と電子機器の相乗効果を期待する。さらに、イベントや購入後の口コミなどはサイトにて行なっ

てもらうことで、消費者同士の拡散を期待する。ターゲットとするのは、高い教育水準で詳しい情報を求めて専門情報サイトを活

用するインド人である。 

味の素とマルちゃん（加工食品）に関しては、品質的価値が低いため、低い購買意欲に結びついている。その中でも、SNS 特に

Twitter、Facebook を活用する人ほど購買意欲があることが分かった。加工食品への提言としては、日本ブランドの加工食品

が「安全でおいしい」ということをアピールするイベントの実施である。そのイベントでは加工食品の生産過程を見ることのできる工場

見学と、加工食品の試食会を行う。そうすることで、品質的価値を高めたい。このイベントの宣伝には Twitter や Facebok など

SNS を中心に周知を行う。また、イベント参加者には SNS に写真や感想などを挙げてもらうと、プレゼントがもらえるような仕組み

にして、発信も行ってもらうことを提言する。 
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